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研究要旨：入院治療をおこなった広汎性発達障害（Pervasive Developmental 

Disorder:PDD）の患者への治療や支援方法ついて明らかにすることを目的として,当科で入

院治療した広汎性発達障害の患者の臨床的特徴と入院治療の方法論と有効性について検討

した。その結果、高機能 PDD、低機能 PDD 患者ともに興奮・暴力を呈する患者が多く、不登

校を来たしている患者も多くみられた。これらのことから,興奮、暴力を呈する PDD 患者に

対する入院治療モデルの確立、学校のような地域関係機関との連携体制の構築、発達障害

患者の精神科救急的な事態に対応できるようシステム構築、特に既存の精神科救急システ

ムの有効活用と司法との連携などが必要となってくると考えられた。 

 

＜研究１＞ 

児童思春期精神科で入院治療した広汎性発

達障害患者の臨床的検討 

 

Ａ．研究目的 

入院を要した広汎性発達障害（Pervasive 

Developmental Disorder:PDD 以下 PDD と略）

の患者への治療や支援方法ついて明らかに

することを目的として,都立小児総合医療セ

ンター児童・思春期精神科（以下当科と略）

へ入院した広汎性発達障害の患者の臨床的

特徴と入院治療の方法論と有効性について

検討した。 

 

Ｂ．研究方法 

対象は X 年 3 月から X＋1 年 2 月までの 1

年間に当科へ入院治療した PDD 患者

で,ICD-107）に基づき F84（PDD）と診断され

た患者について,性別や年齢,入院に至った

主訴,不登校の有無,入院期間,などについて

診療録に基づき後方視的に検討した。また,

自閉症は知的障害の有無によって予後が異

なることが指摘されていることから 1）,PDD

患者を知的障害（IQ70 未満）の合併の有無で

高機能 PDD群と知的障害合併 PDD群との 2群

にわけて,両群を比較した。 

 

（倫理面への配慮） 

本報告にあたりプライバシー保護の観点

から個人情報の匿名化に最大限配慮した。 

 

Ｃ．研究結果 

対象となった F84 患者は 190 名（男子 159

名,女子 31 名）であった。それらの F84 のう

ち高機能 PDD 群は 111 名（58％）,知的障害

合併 PDD 群は 79 名（41％）であった。入院

時の年齢分布は,高機能 PDD 群は 5 歳から 17



 
 

歳で平均 13歳で,知的障害合併 PDD群は 8歳

から 178 で平均 13 歳であった（Fig１、2）。 

入院に至った主訴としては,高機能 PDD 群

と知的障害合併PDD群ともに行動上の問題が

（高機能 PDD：66％、知的障害合併 PDD：68%）

と最も多く,次いで精神医学的問題が（高機

能 PDD：29％、知的障害合併 PDD：12%であっ

た(Fig3、Fig4)。 

行動上の問題の内訳をみてみると、高機能

PDD 群と知的障害合併 PDD 群ともに攻撃性や

自己破壊的行動が最も多く（高機能 PDD：66％、

知的障害合併 PDD：68%）、ついで睡眠障害、

遺尿などのような生活上の問題が多かった

（Fig 5、6） 

精神医学的問題についてみてみると、高機

能 PDD 群では抑うつ症状が最も多く（9%）、

次いで自殺企図・自殺年慮（6%）、不登校・

引きこもり（5%）、強迫症状（5%）、などの順

であった。知的障害合併 PDD 群では不登校や

引きこもり(5%)が最も多く、次いで抑うつ症

状（3%）、自殺企図・自殺年慮（3%）などの

順であった（Fig 7、8） 

不登校の有無については,高機能 PDD 群で

は 111 名中 69 名（62％）が不登校を呈して

おり,知的障害合併群では79名中 45名（57％）

であった。不登校になっている患者の割合を

みてみると、高機能 PDD 群では学童年齢の不

登校の割合が多くみられた（Fig9、10） 

 入院期間は,高機能群では 7 日から 293 日

（平均 96 日）で,知的障害合併 PDD 群では 1

日から 232 日（平均 71 日）であった。 

 

Ｄ．考察 

知的障害合併 PDD 患者では 12 歳以上の思

春期年齢以降の入院治療が多く、行動上の問

題、特に暴力や興奮などの問題を呈している

患者が多くみられ、不登校を呈している患者

が比較的少ないことが特徴的であった。これ

は,我が国では知的障害を伴う知的障害合併

PDD は幼少期の乳幼児健診等で診断されるこ

とが多く,幼少期から発達障害特性や知的水

準に応じた支援がなされており,入院治療が

必要な状態はある程度年齢が上昇してから

出現するものと考えられた。また,中根は自

閉症児の青年期について,定型発達児と同様

に,この年代で自己をめぐる様々な危機に直

面し,多少とも葛藤状況に追い込まれ,その

際大きく逸脱することがある,と指摘してい

る 4）。今回の我々の結果でも,知的障害を伴う

PDD 児が思春期年齢に精神科での入院治療を

要する背景には,中根の指摘するような思春

期心性が関連している可能性も考えられた。

知的障害を合併するPDD患者の不穏興奮では

家族や施設職員などのケアする者の休息の

ため一時的に代わりにケアをおこなういわ

ゆるレスパイトケアが必要となり、施設等の

福祉機関との連携が重要となると考えられ

た。 

高機能 PDD患者では知的障害合併PDD患者

と比較して学童期年齢から入院しているケ

ースがみられた。また,入院に至る理由とし

ては,興奮や暴力が 69.6%と最も多くみられ

た。十一や天野らは,PDD 患者にみられる暴力

について 2つの原因を指摘している。一つは

状況認知の困難さ,コミュニケーション障害,

感覚過敏などのPDDの障害特性に由来するも

ので,もうひとつは PDD が未診断であるため

に,周囲の大人から本人の障害特性に合わな

いしつけや体罰を繰り返されたことが外傷

体験となり,過去の記憶がよみがえることで

周囲から理解できないような突然の暴力行

為に及ぶ場合である 6）。今回の我々の結果で

も高機能PDD患者では生来の発達障害特性に

加えて適切に支援がなされてないことが一

因となって,入院治療が必要になった可能性

があると考えられた。従って高機能 PDD の患

者における入院治療では適切に診断するこ

と,発達特性を評価すること,病棟での他児

交流やSSTなどを通して適切なふるまいを学

ぶこと,学校と連携し就学環境を整えること



 
 

で再登校を図ることなどが必要となると考

えられた。また,興奮や暴力などを呈した場

合の危機介入の場として精神科救急システ

ムの利用が考えられるが、現在の都道府県が

主体となって設置している精神科救急シス

テムは主に成人の統合失調症圏の患者への

対応を中心に治療モデルが確立されており、

小児患者や成人患者の発達障害圏の患者へ

は対応については充分に検討がなされてい

ない。当科では開院以来小児精神科救急を運

用しており, 発達障害圏の患者も緊急入院

しており, その臨床的特徴として高機能 PDD

患者では未診断の患者や不登校を呈してい

る患者が多いことを報告した 3)。今後発達障

害患者が呈する精神科的な緊急事態に対応

できるような精神科救急システムの確立,関

連する司法や地域の福祉機関等との連携も

必要となると考えられた。また,PDD 患者は学

校生活においてからいかいやいじめの対象

になり易く,不登校を来たすことも多い 2)。今

回の結果からも,特に高機能 PDD 患者で不登

校の割合が高かった。そのような PDD 患者に

おける教育の支援として,特別支援教育の果

たす役割は極めて大きいが,実際には地域や

学校によっても差があるのが実情であると

思われる。また,高機能 PDD の患者が在籍す

ることが多いと思われる通常学級における

個別支援の未整備も指摘されている 5）。特別

支援教育制度や教育制度の更なる充実が求

められると考えられた。 

 

Ｅ．結論 

 広汎性発達障害患者の入院治療では興奮

や暴力などの行動上のを呈する患者が多く、

興奮や暴力を呈するPDD患者に対する入院治

療モデルの確立、学校のような地域関係機関

との連携体制の構築、発達障害患者の精神科

救急的な事態に対応できるようシステム構

築、特に既存の精神科救急システムの有効活

用と司法との連携などが必要となってくる

と考えられた。 

 

Ｆ．研究発表 

1.  論文発表 

宮崎健祐、近藤直司、森野百合子、田中 哲

ほか：児童思春期精神科に緊急入院した広汎

性発達障害患者に関する臨床的検討．精神医

学 55(2);157-165,2013 

 

2.  学会発表 

Kensuke Miyazaki, Naoji Kondo, et al : 

Inpatient treatment program for Autism 

Spectrum Disorders in the Tokyo Metropolitan 

Children ’ s Medical Center  ESCAP2013 

poster presentation. 6 - 10 July 

2013, Convention Centre Dublin, Ireland  

 

Ｇ．知的財産権の出願・登録状況 

  （予定を含む。） 

 なし 
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＜研究２＞ 

児童・思春期の広汎性障害にみられる自殺関

連行動について 

 

Ａ研究目的 

 児童・思春期の広汎性発達障害ケースに生

じる自殺関連行動の背景要因を明らかにし、

予防的・治療的アプローチについて検討する

ことを目的とする。 

 

Ｂ研究方法 

平成 22 年 3月～平成 25 年 3月までに、自

殺関連行動を入院理由として当科に緊急入

院に至った112例について診療録から後方視

的に検討した。 

 

Ｃ結果・考察 

ICD-10 に基づく主診断の内訳をみると、広

汎性発達障害を主診断とする16例に加えて、

他診断に広汎性発達障害を併存するケース

も多く、Ｆ2が 3例/19 例（16%）、Ｆ3が 9例

/18 例（50%）、Ｆ4が 17 例/39 例（44%）、Ｆ

5が 2例/4 例(50％)であった。 

このうち、広汎性発達障害児の自殺関連行

動の特徴について、主診断ないし併存診断と

して広汎性発達障害を含む群 47 例（以下、

PDD 群）とその他の群 65 例（以下、非 PDD 群）

に対して比較検討を行った。 

過去の自殺関連行動歴は非 PDD 群 72%に比

してPDD群49% と有意に少なく（ｐ＝0.02）、

入院加療後の再企図も非 PDD 群 40%に比して

PDD 群 26%と少なかった。PDD 群では突然、一

回きりの企図であることが比較的多いと言

えそうである。臨床場面でも、援助希求が苦

手である広汎性発達障害の子どもが突然大

きな行動化に至り、入院翌日には何事もなか

ったかのように落ち着いているという場面

にたびたび遭遇する。 

自殺関連行動の手段に関しては、他の疾患

と比べて PDD 群では道具を使うもの（リスト

カットや刃物持ち出し）がPDD群 11％<非 PDD

群 29％と有意に少なく（ｐ<0.01）、道路など

への飛び出しが PDD 群 13％>非 PDD 群 2％と

有意に多かった。（ｐ＝0.04）今回は多動性

障害の併存については調査していないが、

PDD 群では衝動性が高いケースが多いことや、

先の見通しを持たずに短絡的に行動化して

しまうケースが多いと推測される。 

先行研究では広汎性発達障害の児は、想像

力の特性から自殺企図をしたらどうなるか

という葛藤が抑止力となりにくいことや、定

型発達群と比較して致死的な手段を取りや

すいこと、うつ病などの併存診断が自殺のリ

スクを高めるとともに、精神障害を合併して

いなくても自殺企図に及ぶ可能性が、定型発

達者に比べて高い可能性があることが報告

されている。1） 

さらに今回の研究からは、知能検査の結果

として、IQ の平均値が PDD 群＝87.4>非 PDD

群＝81.4 と、有意差はないものの PDD 群のほ

うが高いことが示された。高機能の広汎性発

達障害児の例では診断が遅れて支援が不十

分になりやすいと思われるが、本研究では通

院歴があって診断を受けていた例が多かっ

たことから、診断はされても支援が十分には

行きとどいていなかった可能性がある。 

 

Ｄ結論 

高機能例に対しては、早期診断だけでなく、



 
 

本人や家族に心理教育を徹底して特性の理

解を進めることや、学校での対応など生活面

全般への支援体制を整えることが重要であ

ることが示唆された。 

 

Ｅ．研究発表 

1.  論文発表 

なし 

 

2.  学会発表 

渡辺由香：子どもの自殺関連行動～小児総合

医療センターにおける入院症例を中心に～．

第 54 回日本児童青年精神医学会総会．シン

ポジウム 9． 

 

Ｆ．知的財産権の出願・登録状況 

  （予定を含む。） 

 なし 
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